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第３章 鉄筋コンクリート造等の擁壁の設計 
 

１ 要求性能 

 

【政令】（鉄筋コンクリート造等の擁壁の構造） 

 第九条 前条第一項第二号の鉄筋コンクリート造又は無筋コンクリート造の擁壁の構造は、構 

造計算によって次の各号のいずれにも該当することを確かめたものでなければならない。 

一 土圧、水圧及び自重（以下この条及び第十四条第二号ロにおいて「土圧等」という。）に

よって擁壁が破壊されないこと。 

二 土圧等によって擁壁が転倒しないこと。 

三 土圧等によって擁壁の基礎が滑らないこと。 

四 土圧等によって擁壁が沈下しないこと。 

２ 前項の構造計算は、次に定めるところによらなければならない。 

一 土圧等によって擁壁の各部に生ずる応力度が、擁壁の材料である鋼材又はコンクリートの

許容応力度を超えないことを確かめること。 

二 土圧等による擁壁の転倒モーメントが擁壁の安定モーメントの三分の二以下であることを

確かめること。 

三 土圧等による擁壁の基礎の滑り出す力が擁壁の基礎の地盤に対する最大摩擦抵抗力その他

の抵抗力の三分の二以下であることを確かめること。 

四 土圧等によって擁壁の地盤に生ずる応力度が当該地盤の許容応力度を超えないことを確か

めること。ただし、基礎ぐいを用いた場合においては、土圧等によって基礎ぐいに生ずる応

力が基礎ぐいの許容支持力を超えないことを確かめること。 

３ 前項の構造計算に必要な数値は、次に定めるところによらなければならない。 

一 土圧等については、実況に応じて計算された数値。ただし、盛土の場合の土圧について

は、盛土の土質に応じ別表第二の単位体積重量及び土圧係数を用いて計算された数値を用い

ることができる。 

二 鋼材、コンクリート及び地盤の許容応力度並びに基礎ぐいの許容支持力については、建築

基準法施行令（昭和二十五年政令第三百三十八号）第九十条（表一を除く。）、第九十一

条、第九十三条及び第九十四条中長期に生ずる力に対する許容応力度及び許容支持力に関す

る部分の例により計算された数値 

三 擁壁の基礎の地盤に対する最大摩擦抵抗力その他の抵抗力については、実況に応じて計算

された数値。ただし、その地盤の土質に応じ別表第三の摩擦係数を用いて計算された数値を

用いることができる。 

 

 

【建築基準法施行令】（構造設計の原則） 

第三十六条の三 建築物の構造設計に当たつては、その用途、規模及び構造の種別並びに土地

の状況に応じて柱、はり、床、壁等を有効に配置して、建築物全体が、これに作用する自

重、積載荷重、積雪荷重、風圧、土圧及び水圧並びに地震その他の震動及び衝撃に対して、

一様に構造耐力上安全であるようにすべきものとする。 

２ 構造耐力上主要な部分は、建築物に作用する水平力に耐えるように、釣合い良く配置すべ

きものとする。 

 ３ 建築物の構造耐力上主要な部分には、使用上の支障となる変形又は振動が生じないような
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剛性及び瞬間的破壊 が生じないような靱性をもたすべきものとする。一 鉄筋コンクリート造、

石造その他これらに類する腐食しない材料を用いた構造とすること。 

 

審査基準 

・ 擁壁が以下に示す性能を有していること。 

 

［安定性］ 

常時  ・擁壁全体の安定モーメントが転倒モーメントの 1.5 倍以上であること。 

・擁壁底面における滑動抵抗力が滑動外力の 1.5 倍以上であること。 

・最大接地圧が、地盤の長期許容 支持力以下であること。 

大地震時・擁壁全体の安定モーメントが転倒モーメントの 1.0 倍以上であること。 

・擁壁底面における滑動抵抗力が滑動外力の 1.0 倍以上であること。 

・最大接地圧が、地盤の極限支持力度以下であること。 

 

［部材の応力度］ 

常時  ・擁壁躯体の各部に作用する応力度が、材料の長期許容応力度以内に収まっている 

こと。 

中地震時・擁壁躯体の各部に作用する応力度が、材料の短期許容応力度以内に収まっている 

こと。 

大地震時・擁壁躯体の各部に作用する応力度が、終局耐力(設計基準強度及び基準強度)以内 

に収まっていること。 

 

表 3-1-1 安全率（Fs) 等のまとめ 

区分 常時 中地震時 大地震時 

転倒 1.5 - 1.0 

滑動 1.5 - 1.0 

支持力 3.0 - 1.0 

部材応力 長期許容応力度 短期許容応力度 終局耐力※ 

（設計基準強度及び基準強度） 

※終局耐力とは、曲げ、せん断、付着割裂等の終局耐力をいう。 
参考：盛土等防災マニュアルの解説(盛土等防災研究会編集、初版) Ⅷ･3 擁壁の設計及び施工 

 

表 3-1-2 耐震設計の区分 

条件 

（擁壁の全高Ｈ） 
常時 中地震時 大地震時 

Ｈ≦５ｍ ○ － － 

Ｈ＞５ｍ ○ ○ ○ 
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Ｈ    ｈ 

 

 

 

ｄ 

 

図 3-2-1 擁壁の見え高、根入れ深さ、構造上の擁壁の高さ 

 

２ 設計定数 

 

【政令】（鉄筋コンクリート造等の擁壁の構造） 

 第九条 前条第一項第二号の鉄筋コンクリート造又は無筋コンクリート造の擁壁の構造は、構 

造計算によって次の各号のいずれにも該当することを確かめたものでなければならない。 

一～四 略 

２ 略 

３ 前項の構造計算に必要な数値は、次に定めるところによらなければならない。 

一 土圧等については、実況に応じて計算された数値。ただし、盛土の場合の土圧について

は、盛土の土質に応じ別表第二の単位体積重量及び土圧係数を用いて計算された数値を用い

ることができる。 

二 略 

三 擁壁の基礎の地盤に対する最大摩擦抵抗力その他の抵抗力については、実況に応じて計算

された数値。ただし、その地盤の土質に応じ別表第三の摩擦係数を用いて計算された数値を

用いることができる。 

 

別表第二 

 

 

 

 

別表第三 

 

 

 
 
 
 
 

審査基準 
・ 政令に基づき設計すること。 

 

 

ｈ：擁壁の見え高 
ｄ：根入れ深さ 
Ｈ：構造上の擁壁の高さ 
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主働土圧係数 □□= 
 

 

□ ：土の内部摩擦角［°］ 

□ ：宅地擁壁背面と鉛直面とのなす角［°］ 

□ ：壁面摩擦角［°］ 

□ ：地表面と水平面のなす角［°］ 

《解説》 

  擁壁の構造計算に用いる設計定数が適切であること。 

  設計定数の設定方法については以下に示すとおりです。 

 

［背面土］ 
単位体積重量γ、内部摩擦角φ及び粘着力 c については、使用する材料により土質試験を 

行い求めること。 
土圧係数 KA は以下の式（クーロンの主働土圧係数）により求めること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  土質試験を行わない場合は、 表 3-2-1 に示す単位体積重量γ及び土圧係数 KA を使用するこ 

と。 

表 3-2-1 単位堆積重量と土圧係数 

土質 
単位体積重量 

(kN/㎥) 
土圧係数 

砂利又は砂 18 0.35 

砂質土 17 0.40 

シルト、粘土又はそれらを
多量に含む土 

16 0.50 

参考：盛土等防災マニュアルの解説（盛土等防災研究会編集、初版）Ⅷ･3 擁壁の設計及び施工 

 

［基礎地盤］ 

底版と基礎地盤の間の付着力 CBは考慮せず、CB=0 と設定すること。 

摩擦係数μについては、土質試験結果から以下の式により求めること。 

摩擦係数μ=tanφB 

φB：基礎地盤の内部摩擦角 

基礎地盤が土の場合に、摩擦係数は 0.6 を超えないこと。 

土質試験を行わない場合は表 3-2-2 に示す数値を使用すること。 

 

表 3-2-2 基礎地盤と摩擦係数 

基 礎 地盤 の 土質          摩擦係数μ 備 考        

岩、岩屑、砂利、砂 0.5  

砂 質 土       0.4  

シルト、粘土又はそれらを 

多量に含む土 

 

0.3 

擁壁の基礎底面から少なくとも 
15ｃｍまでの深さの土を砂利又は
砂に置き換えた場合に限る。 

 

□□□□(□−□)  □□□□□･ □□□(□+□) 1+ □□□(□+□)･ □□□(□−□) □□□(□+□)･ □□□(□−□) 
2 

√ 
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［積載荷重(擁壁背後の法面状況)］ 

積載荷重については、実状に応じて適切に設定を行うこと。(表3-2-1の土圧係数には、5kN/m2 

の積載荷重が含まれることに留意すること)  

 （参考値）  

自動車活荷重又は建築物等 q = 10kN/㎡ 

建築物等 q = 5kN/㎡以上（実状に応じた適切な積載荷重とし安易に最小値としないこと） 

 

［自重］ 

鉄筋コンクリートの単位体積重量は、24.0kN/㎥として計算すること。 

片持ばり式擁壁の自重については、躯体重量のほか、かかと版上の載荷土を躯体の一部とみ 

なし土の重量を含めること。 

 無筋コンクリートの単位体積重量は、実況に応じた値又は 23.0kN/㎥として計算すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 重力式       (b) もたれ式       (c) 片持梁式、控え壁式 

注）着色を施した部分を自重とする。 

図 3-2-2 擁壁の自重 

 

［地震時の荷重］ 
設計時に用いる地震時荷重は、①地震時土圧による荷重又は②擁壁の自重に起因する地震時 

慣性力に常時の土圧を加えた荷重のうち、いずれか大きい方とすること。 
設計に用いる設計水平震度 Khは、中地震時 0.2 以上、大地震時 0.25 以上とすること。 

 

３ 土圧の算定 
 

審査基準 
・ 以下に基づき設計すること。 

 

 ［土圧の作用面と土質定数、壁面摩擦角等］ 
   土圧の作用面は、重力式擁壁及びもたれ式擁壁については、躯体コンクリート背面とす

る。 
また、片持ばり式擁壁及び控え壁式擁壁については、部材計算は、躯体コンクリート背

面、安定計算においては、かかとを通る鉛直な仮想背面とする。 
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   土質計算に用いる土の内部摩擦角等は、土質試験によって決定すること。 

なお、土質試験を行わない場合は下表の数値を用いてもよい。この場合、土質を設定した

根拠を明示すること。 

表 3-3-1 土質定数 

 土 質          内部摩擦角 （°） 

砂 利 、 砂       30 

砂 質 土       25 

シ ル ト 、 粘 土         20 

 

   土圧の作用位置は、土圧分布下端より分布高さＨの 1/3 としてください。 

壁面摩擦角δは、表 3-3-2 に示すところにより決定してください。 

 

表 3-3-2 壁面摩擦角 

擁壁の種類 計算の種類 

(検討項目) 

摩擦角の種類 

(土圧作用面の状態) 

壁面摩擦角 

常時δ  地震時δE 

重力式 

もたれ式 

安定計算 

部材計算 

土とコンクリート 

 

２φ／３ 

（ただし、擁壁背面に石油

系素材の透水マットを使用

した場合は、φ／２） 

φ／２ 

片持ばり式

控え壁式 

安定計算 土と土 ・β (図3-3-2 aの場合） 

・β’(図3-3-2 bの場合） 

斜面途中で地表面が水平 

・ゼロ(図3-3-2 cの場合） 

 

下式による 

部材計算 土とコンクリート ２φ／３ φ／２ 

注１）ただし、β≧φのときはδ＝φとする。φ：土の内部摩擦角(せん断抵抗角) 

図 3-3-1 土圧の作用面《重力式擁壁等》 
参考：道路土工-擁壁工指針（（社）日本道路協会、平成 24 年 7 月） 

図 3-3-2 土圧の作用面《片持ばり式》 
参考：道路土工-擁壁工指針（（社）日本道路協会、平成 24 年 7 月） 

次期改正時、掲載予定 

次期改正時、掲載予定 
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注２）地震時においては、透水マットの有無にかかわらず、φ／２とする。 

参考：盛土等防災マニュアルの解説(盛土等防災研究会編集、初版) Ⅷ･3 擁壁の設計及び施工 

参考：道路土工-擁壁工指針（（社）日本道路協会、平成 24 年 7 月） 

 

 

 

 

表 3-3-3 仮想法面摩擦角β’の設定方法 

背後の法面勾配 β’ 

一様な場合 法面勾配 

変化する場合 仮定した滑り 線と上部平面の交点から法肩までの距離を二分し

た点と仮想背面と法面の交点を結んだ線と水平面の勾配  

参考：道路土工-擁壁工指針（（社）日本道路協会、平成 24 年 7 月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (仮想背面が法面と交差)     (仮想背面が法面と交差)   (仮想背面が平坦面と交差) 

 
図 3-3-3 β’の設定方法 

 

［地震時の壁面摩擦角］ 

地震時の壁面摩擦角δE は次の式により求める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ［主働土圧］ 

   主働土圧の算定は、クーロンの土圧公式もしくは、試行くさび法により求められた土圧を用 

次期改正時、掲載予定 
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い安定計算を行うこととする。 

地震時の土圧は、岡部・物部式の土圧公式もしくは、試行くさび法により求められた土圧を 

用いること。 

 

① クーロンの土圧公式（常時） 

クーロンの土圧は以下の式により求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

       ここに、 

           ＰＡ：主働土圧合力（t/m） 

           ＫＡ：主働土圧係数 

           γ :裏込め土の単位体積重量（t/m3） 

                      Ｈ ：構造計算上の擁壁の高さ（m） 

           φ ：裏込め土の内部摩擦角 

                      δ ：壁面摩擦角（表 3-3-2 による） 

                      α ：壁背面と鉛直面のなす角 

                      β  ：裏込め地表面と水平面のなす角 

       である。 

       主働土圧合力の作用位置は底版下面よりＨ／３とすること。 

       また、ＰＡ の水平成分ＰＨ 及び鉛直成分ＰＶは次式で与えられる。 

ＰＨ＝ＰＡ・cos（α＋δ） 

ＰＶ＝ＰＡ・sin（α＋δ） 

 

② 試行くさび法（常時） 

試行くさび法は、図 3-3-3 に示すように裏込め土中に擁壁のかかとを通る任意の平面すべり面

を仮定し、それぞれのすべり面において土くさびに対する力のつり合いから土圧を求め、そのう

ちの最大値を主働土圧合力ＰＡとする土圧算定法である。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-3-4 試行くさび法 

 
 
 
 

次期改正時、掲載予定 
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     ここに、Ｈ：土圧計算に用いる壁高（仮想背面を考える場合はその高さ） 

         Ｗ：土くさびの重量（載荷重を含む） 

         Ｒ：すべり面に作用する反力 

         Ｐ：土圧合力 

         α：壁背面と鉛直面のなす角    

                  φ：裏込め土の内部摩擦角 

+：壁面摩擦角（β＞φのときはδ＝φとする） 

                  ω：仮定したすべり線と水平線のなす角 

である。 

 

      主働土圧合力の作用位置は底版下面よりＨ／３とすること。 

また、ＰＡの水平成分ＰＨ及び鉛直成分ＰＶは次式で与えられる。 

         ＰＨ＝ＰＡ・cos（α＋δ） 

ＰＶ＝ＰＡ・sin（α＋δ） 

 

［受動土圧］ 

擁壁前面の埋戻し土による受動土圧は考慮しないこととする。 

 

 ［地震時土圧］ 

   地震時土圧の具体的算定方法は、盛土等防災マニュアルの解説等を参照のこと。 

 

 ［地震時慣性力］ 

   擁壁の自重に起因する地震時慣性力は、設計水平震度を k h 、擁壁の自重をＷとすると、擁 

壁の重心Ｇを通って水平方向に k h・Ｗとして作用させる。 

（盛土等防災マニュアルの解説等を参照のこと。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ［安定性(転倒に対する検討)］ 

   ①擁壁の転倒に対する検討 

擁壁の底版下面には、擁壁自重、載荷重及び土圧などによる荷重が作用する。 

これらの力の合力の作用点が擁壁の底版外に存在する場合には、擁壁は転倒するように 

変位する。転倒に対する安全率 Fsは、次式により評価すること。 

Ｆｓ ＝ Ｍｒ / Ｍo 

ここに、 

Ｆｓ：転倒安全率 

図 3-3-5 地震時慣性力の考え方 
参考：参考：盛土等防災マニュアルの解説（盛土等防災研究会編集、初版） 

Ⅷ･3 擁壁の設計及び施工 

次期改正時、掲載予定 
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Ｍｒ：転倒に抵抗しようとするモーメント（kN・m) 

Ｍo：転倒させようとするモーメント（kN・m) 

 

また、設計においては、転倒安全率Ｆsの値の規定とともに、合力Ｒの作用位置が次の底 

版中央からの偏心距離(e)の条件を満足しなければならない。 

 

表 3-3-4 偏心距離(e)の条件 

 偏心距離(e) 

常  時 (e)≦Ｂ／６ 

大地震時 (e)≦Ｂ／２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-3-6 合力作用位置 

 

底版下面における地盤反力は、これら荷重合力の作用位置により異なる。 

図 3-3-6 において、つま先から合力Ｒの作用点までの距離ｄは次式によること。 

 

 

 

 

ΣＭｒ：つま先まわりの抵抗モーメント 

ΣＭＯ：つま先まわりの転倒モーメント  

ΣＶ： 底版下面における全鉛直荷重 

         Ｗ  ：自重 

         ＰＶ ：土圧合力の鉛直成分 

ＰＨ ：土圧合力の水平成分 

 ａ ：つま先とＷの重心との水平距離 

 ｂ ：つま先とＰＶの作用点との水平距離 

 ｈ ：底版下面とＰＨの作用点との鉛直距離 

合力Ｒの作用点の底版中央からの偏心距離ｅは次式によること。 

 

 

 

 

次期改正時、掲載予定 
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Ｆs ＝              ＝ 

②擁壁を含む地盤または斜面全体の安定性の検討 

軟弱層を含む地盤上に擁壁を設置する場合や斜面上に擁壁を設置する場合には、擁壁を含 

む広い範囲にわたって沈下や滑り破壊等を生じることがあるため、背面盛土や基礎地盤を含 

む全体の安全性について総合的に検討を行うこと。 

 また、擁壁の基礎地盤が不安定な場合には、必要に応じて、基礎処理等の対策を講じなけ 

ればならない。 

 ［安定性(滑動に対する検討)］ 

   擁壁には、擁壁を底版下面に沿ってすべらせようとする滑動力と、これに対して基礎地盤の 

間に生じる滑動抵抗力が作用する。滑動抵抗力が不足すると擁壁は前方へ押し出されるように 

滑動する。 

滑動力は主として、土圧、地震慣性力等の外力の水平成分からなり、滑動抵抗力は、主とし 

て底版下面と基礎地盤の間に生じるせん断抵抗力からなる。 

なお、擁壁前面の土による受働土圧も抵抗力として考えられるが、長期にわたる確実性が期 

待できないことが多いので、安定検討上考慮しない。 

滑動に対する安全率 Fsは、次式により評価すること。 

 

       滑動に対する抵抗力      ΣＶ・μ 

          滑動力          ΣＨ 

     （Ｗ＋ＰＶ ）・μ           

        ＰＨ   
 
 
 

    ΣＶ：底版下面における全鉛直荷重 （Ｎ／ｍ） 

ΣＨ：底版下面における全水平荷重 （Ｎ／ｍ） 

 Ｗ ：自重 （Ｎ／ｍ） 

ＰＶ ：土圧合力の鉛直成分 （Ｎ／ｍ） 

ＰＨ ：土圧合力の水平成分 （Ｎ／ｍ） 

 μ ：擁壁底版と基礎地盤の間の摩擦係数 

 

 ［沈下等に対する検討］ 

   擁壁に作用する鉛直力は基礎地盤によって支持されるが、基礎地盤の支持力が不足すると底 

版のつま先又はかかとが基礎地盤にめり込むような変状を起こすおそれがある。 

擁壁の基礎地盤の支持力に対する安定性の検討は、以下の手順により行うこと。 

 

①地盤反力度の算出 

地盤反力度は次式により求める。 

 

a)合力作用点が底版中央の底版幅１／３の中にある場合 

 

 

 

 

 

＝                     ≧ １．５（常時）、１．０（大地震時） 
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q1：擁壁の底面前部で生じる地盤反力度（kN／㎡） 

q2：擁壁の底面前部で生じる地盤反力度（kN／㎡） 

Rv：底版下面における全鉛直加重 

e：偏心距離（ｍ） 

B：底版幅（ｍ） 

 

b)合力作用点が底版中央の底版幅２／３の中にある場合 

 

 

 

c)合力作用点が底版中にあり、かつ底版中央の底版幅２／３の外にある場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-3-7 擁壁底面の地盤反力分布 

 

 

②地盤支持力に対する検討 

上記①で求められた q1および q2は、次式を満足しなければならない。 

 

 

 

 

ｑa：地盤の許容支持力度（kN／m2） 

ｑu：地盤の極限支持力度（kN／m2） 

Ｆs：地盤の支持力に対する安全率 

（Ｆｓは常時で３．０、大地震時で１．０を下回らないこと。） 

地盤の許容支持力度又は極限支持力度は、土質調査や原位置載荷試験を行って求めるこ

とを原則とする。ただし、擁壁高さ 5m 以下の場合は、建築基準法施行令第 93 条の表に示す

値を使用することができる。この場合、土質を設定した根拠を明示すること。 

 

次期改正時、掲載予定 
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４ 部材の応力 

 

【政令】（鉄筋コンクリート造等の擁壁の構造） 

 第九条 前条第一項第二号の鉄筋コンクリート造又は無筋コンクリート造の擁壁の構造は、構 

造計算によって次の各号のいずれにも該当することを確かめたものでなければならない。 

一～四 略 

２ 前項の構造計算は、次に定めるところによらなければならない。 

一 土圧等によつて擁壁の各部に生ずる応力度が、擁壁の材料である鋼材又はコンクリートの

許容応力度を超えないことを確かめること。 

二～四 略 

３ 前項の構造計算に必要な数値は、次に定めるところによらなければならない。 

一 略 

二 略 

三 鋼材、コンクリート及び地盤の許容応力度並びに基礎ぐいの許容支持力については、建築

基準法施行令（昭和二十五年政令第三百三十八号）第九十条（表一を除く。）、第九十一

条、第九十三条及び第九十四条中長期に生ずる力に対する許容応力度及び許容支持力に関す

る部分の例により計算された数値擁壁の基礎の地盤に対する最大摩擦抵抗力その他の抵抗力

については、実況に応じて計算された数値 

 

 

【建築基準法施行令】 

（鋼材等） 

第九十条 鋼材等の許容応力度は、次の表一又は表二の数値によらなければならない。 

 

表一 
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表二 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（コンクリート） 

第九十一条 コンクリートの許容応力度は、次の表の数値によらなければならない。ただし、異 

形鉄筋を用いた付着について、国土交通大臣が異形鉄筋の種類及び品質に応じて別に数値を定 

めた場合は、当該数値によることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【政建設省告示第 2464 号】 

 鋼材等及び溶接部の許容応力度並びに材料強度の基準強度を定める件（平成 12年 12 月 26 日） 

第一 鋼材等の許容応力度の基準強度 

一 鋼材等の許容応力度の基準強度は、次号に定めるもののほか、次の表の数値とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

審査基準 
・ 政令等に基づき設計すること。 

 
なお、宅地擁壁の設計においては、「盛土等防災マニュアル」及び「盛土等防災マニュア

ルの解説」に定めるもののほか「都市計画法に基づく開発行為に関する技術基準」（滋賀県
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土木交通部住宅課）＜第 11 章 造成工事に関する基準＞等の最新版を参考のこと。 


